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東京都－2017年4月以後に開始する事業年度の法人事業税・法人都民税の税率
（案）を公表  

2016年度税制改正により、法人事業税及び法人住民税の税率が見直されました。これに
伴い、東京都は2016年4月1日以後に開始する事業年度の法人事業税の税率をすでに決定
していますが（KPMG e-Tax News No.105、2016年4月1日発行）、2017年4月1日以後に開
始する事業年度の法人事業税及び法人都民税の税率については、第2回東京都議会定例会
（会期：6月1日から15日）において東京都都税条例の改正として提案する予定です。 

東京都は5月25日、第2回東京都議会定例会において提案するこれらの税率（案）を公表
しました。 

「 平 成 28 年 度 税 制 改 正 に 伴 う 法 人 事 業 税 ・ 法 人 都 民 税 の 税 率 の 改 正 に つ い て 」
（PDF:381KB） 

このe-Tax Newsでは、今回公表された税率（案）から、外形標準課税対象法人（期末資
本金の額が1億円を超える一定の法人）に適用される税率をご紹介します。 

■ 法人事業税（所得割） 

2017年4月1日以後に開始する事業年度に適用される法人事業税の税率改正は、この年度
より地方法人特別税が廃止され、法人事業税に復元されることになったことに伴うもの
です。以下のように、2017年4月1日以後に開始する事業年度に適用される税率は、2016
年4月1日から2017年3月31日の間に開始する事業年度に適用される税率（地方法人特別
税を含む税率）と同じ率が提案されています。 

右記の期間に開始する 
事業年度 

2016/4/1～ 
2017/3/31 

（改正案） 
2017/4/1～ 

課税標準 
（年間所得） 

400万円以下 1.995％ 
(0.395％） 1.995％ 

400万円～ 
800万円 

2.835％ 
(0.635％） 2.835％ 

800万円超 3.78％ 
（0.88％） 3.78％ 

- カッコ内は地方法人特別税を含まない税率です。 

- 3以上の都道府県に事務所又は事業所を設けて事業を行う法人については、年間所得
800万円以下の所得に係る軽減税率の適用はありません。 
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ここに記載されている情報はあくまで一般的なものであり、特定の個人や組織が置かれている
状況に対応するものではありません。私たちは、的確な情報をタイムリーに提供するよう努め
ておりますが、情報を受け取られた時点及びそれ以降においての正確さは保証の限りではあり
ません。何らかの行動を取られる場合は、ここにある情報のみを根拠とせず、プロフェッショ
ナルが特定の状況を綿密に調査した上で提案する適切なアドバイスをもとにご判断ください。 
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■ 法人都民税（法人税割） 

この改正は、2017年4月1日以後に開始する事業年度に適用される地方法人税の税率が
引き上げられることに伴い、法人都民税の税率が引き下げられるもので、以下のように、
地方法人税の税率との合計には、変動がありません。 

右記の期間に開始する 
事業年度 

2014/10/1～ 
2017/3/31 

2017/4/1～ 

法人都民税 16.3％ 10.4％（改正案） 
地方法人税 4.4％ 10.3％ 

合計 20.7％ 20.7％ 

■ 法人実効税率 

上記の税率改正により、東京都の外形標準課税対象法人に係る法人実効税率は、以下の
ようになる見込みです。 

右記の期間に 
開始する事業年度 

 
2016/4/1～ 
2017/3/31 

（改正案） 
2017/4/1～
2018/3/31 

（改正案） 
2018/4/1～ 

 30.86％ 30.86％ 30.62％ 
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